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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】従来のＩｒ－カルベン錯体と同程度の深青色の発光を示し、かつ、錯体全体の安
定性の向上を図ることができる新規な構造を有する非イオン性有機エレクトロニクス材料
を提供する。
【解決手段】下記一般式（１）で表される非イオン性有機エレクトロニクス材料。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表される構造を有することを特徴とする非イオン性有機エレクトロ
ニクス材料。
【化１】

［式中、Ｒ１～Ｒ４は、各々独立にアルキル基、アリール基、複素環基、シアノ基又はフ
ッ素原子を表す。ｎ１～ｎ４は、０～４の整数を表し、ｎ１～ｎ４が２以上の場合には、
同一の置換基であっても異なる置換基であってもよく、置換基同士が互いに結合してもよ
い。Ｌ１、Ｌ２は、単結合又は連結基を表す。Ｑ１～Ｑ３は、各々独立に置換若しくは非
置換の芳香族炭化水素環又は芳香族複素環を表す。Ａ１～Ａ３は、各々独立に炭素原子又
は窒素原子を表し、Ａ１～Ａ３の少なくとも一つは炭素原子を表す。］
【請求項２】
　前記一般式（１）で表される構造が、下記一般式（２）で表される構造であることを特
徴とする請求項１に記載の非イオン性有機エレクトロニクス材料。

【化２】

［式中、Ｒ１～Ｒ７は、各々独立にアルキル基、アリール基、複素環基、シアノ基又はフ
ッ素原子を表す。ｎ１～ｎ６は、０～４の整数を表し、ｎ７は、０～３の整数を表し、ｎ
１～ｎ７が２以上の場合には、同一の置換基であっても異なる置換基であってもよく、置
換基同士が互いに結合してもよい。］
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の非イオン性有機エレクトロニクス材料を含有することを
特徴とする電子デバイス。
【請求項４】
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　請求項１又は請求項２に記載の非イオン性有機エレクトロニクス材料を含有することを
特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項５】
　請求項１又は請求項２に記載の非イオン性有機エレクトロニクス材料を含有することを
特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非イオン性有機エレクトロニクス材料、電子デバイス、有機エレクトロルミ
ネッセンス素子及び有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液に関し、特に、従来の
Ｉｒ－カルベン錯体と同程度の深青色の発光を示し、かつ、錯体全体の安定性の向上を図
ることができる新規な構造を有する非イオン性有機エレクトロニクス材料等に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス素子（以下、「有機ＥＬ素子」又は「ＯＬＥＤ」ともい
う。）は、発光する化合物を含有する発光層を、陰極と陽極とで挟んだ構成を有する。こ
れに、電界を印加することにより、陽極から注入された正孔と陰極から注入された電子を
発光層内で再結合させることで励起子（エキシトン）を生成させる。このエキシトンが失
活する際の光の放出（蛍光・リン光）を利用した発光素子である。
　また、有機ＥＬ素子は、電子ディスプレイや照明用平面光源としてすでに商品化されて
おり、特に省エネルギーの観点から注目され期待されている。
　しかしながら、実際には、緑と赤の発光は発光量子収率がほぼ１００％のリン光方式が
適用されているものの、青においては、リン光で十分な発光素子寿命が達成し得ないこと
から一部の照明用に実用されるに留まり、それ以外は全て蛍光方式が採用されている。
　リン光発光を司るのは、イリジウム（Ｉｒ）やプラチナ（Ｐｔ）などの非イオン性遷移
金属錯体であるが、青色発光は波長の観点から他の発光色よりもＨＯＭＯ－ＬＵＭＯ準位
のギャップを大きくする必要があり、とりわけ錯体の安定性が発光素子寿命に直結するこ
とになる。
【０００３】
　この問題を解決するために、配位力の強いカルベン配位子を用いたＩｒ錯体が検討され
ており、特許文献１に開示されているＩｒ－カルベン錯体は、発光色を青色にするために
シアノ基を導入してＨＯＭＯ－ＬＵＭＯ準位ギャップを適切に調整している。しかしなが
ら、実際にはこの錯体ではまだ安定性が足らず、照明用としてもディスプレイ用としても
実用には至っていない。
【０００４】
　一方、非特許文献１では、３座配位子骨格のカルベン金属錯体の合成に成功しているが
、リン光発光の用途とは異なる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】国際公開第２００７／０８８０９３号
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】Ｚｅｉｔｓｃｈｒｉｆｔ　ｆｕｅｒ　ａｎｏｒｇａｎｉｓｃｈｅ　ｕｎ
ｄ　ａｌｌｇｅｍｅｉｎｅ　Ｃｈｅｍｉｅ，　ｖｏｌ；６４１，　ｉｓｓｕｅ：１２－１
３，　ｐａｇｅｓ：２１９９－２２０３
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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　本発明は、上記問題・状況に鑑みてなされたものであり、その解決課題は、従来のＩｒ
－カルベン錯体と同程度の深青色の発光を示し、かつ、錯体全体の安定性の向上を図るこ
とができる新規な構造を有する非イオン性有機エレクトロニクス材料を提供することであ
る。また、当該非イオン性有機エレクトロニクス材料を用いた電子デバイス、有機エレク
トロルミネッセンス素子及び有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液を提供するこ
とである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、上記課題を解決すべく、上記問題の原因等について検討する過程において
、まず、前記特許文献１に開示されているようなＩｒ－カルベン錯体を安定化させるため
には、通常、１価２座配位子を３つ要するＩｒ錯体に対し、配位子の数を減らすことで、
エントロピー効果を発揮させることが最善の策であると推測した。キレート錯体が、単座
配位錯体よりも安定であることは一般的であり、また、同じキレート錯体でも配位子の数
を少なくできれば、その熱安定性が飛躍的に向上すると考えられる。ただし、３価６配位
が安定なＩｒ錯体において、２つの配位子でそれを成し遂げることは容易ではなく、いま
だかつて、そのようなＩｒ錯体が合成された例は報告されていない。
　一方、前記非特許文献１では、リン光発光の用途とは別に、３座配位子骨格のカルベン
金属錯体の合成に成功しており、本発明者は、当該配位子を用いることにより、非対称型
の３座配位子２つで非イオン性Ｉｒ錯体を合成できる可能性を見いだした。そして、従来
のＩｒ－カルベン錯体と比較して、配位子の数を少なくする、すなわち、２種類の３座配
位子で構成されたＩｒ錯体とすることで、深青色を発光し、かつ、安定性に優れた有機エ
レクトロニクス材料を提供することができることを見いだし本発明に至った。
　すなわち、本発明に係る上記課題は、以下の手段により解決される。
【０００９】
　１．下記一般式（１）で表される構造を有することを特徴とする非イオン性有機エレク
トロニクス材料。
【化１】

［式中、Ｒ１～Ｒ４は、各々独立にアルキル基、アリール基、複素環基、シアノ基又はフ
ッ素原子を表す。ｎ１～ｎ４は、０～４の整数を表し、ｎ１～ｎ４が２以上の場合には、
同一の置換基であっても異なる置換基であってもよく、置換基同士が互いに結合してもよ
い。Ｌ１、Ｌ２は、単結合又は連結基を表す。Ｑ１～Ｑ３は、各々独立に置換若しくは非
置換の芳香族炭化水素環又は芳香族複素環を表す。Ａ１～Ａ３は、各々独立に炭素原子又
は窒素原子を表し、Ａ１～Ａ３の少なくとも一つは炭素原子を表す。］
【００１０】
　２．前記一般式（１）で表される構造が、下記一般式（２）で表される構造であること
を特徴とする第１項に記載の非イオン性有機エレクトロニクス材料。
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【化２】

［式中、Ｒ１～Ｒ７は、各々独立にアルキル基、アリール基、複素環基、シアノ基又はフ
ッ素原子を表す。ｎ１～ｎ６は、０～４の整数を表し、ｎ７は、０～３の整数を表し、ｎ
１～ｎ７が２以上の場合には、同一の置換基であっても異なる置換基であってもよく、置
換基同士が互いに結合してもよい。］
【００１１】
　３．第１項又は第２項に記載の非イオン性有機エレクトロニクス材料を含有することを
特徴とする電子デバイス。
【００１２】
　４．第１項又は第２項に記載の非イオン性有機エレクトロニクス材料を含有することを
特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１３】
　５．第１項又は第２項に記載の非イオン性有機エレクトロニクス材料を含有することを
特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の上記手段により、従来のＩｒ－カルベン錯体と同程度の深青色の発光を示し、
かつ、錯体全体の安定性の向上を図ることができる新規な構造を有する非イオン性有機エ
レクトロニクス材料を提供することができ、また、当該非イオン性有機エレクトロニクス
材料を用いた電子デバイス、有機エレクトロルミネッセンス素子及び有機エレクトロルミ
ネッセンス素子作製用溶液を提供することができる。
　本発明の効果の発現機構又は作用機構については、明確にはなっていないが、以下のよ
うに推察している。
　３価６配位が安定なＩｒ錯体において、前記一般式（１）で表される構造のように、２
種類の３座配位子で構成されたＩｒ錯体とすることで、深青色を発光し、かつ、安定性に
優れた有機エレクトロニクス材料を提供することができる。
　熱力学的観点から、錯体形成反応を考えてみると、単座配位子が６つ配位したイリジウ
ム錯体を多座（例えば３座）配位子に変換する反応においては、系全体の分子自由度が増
加する、すなわち、エントロピーが増加するためギブスの自由エネルギーが低下し、より
安定な錯体が得られると考えられる。
　換言すると、上記変換反応においては、多座配位子とイリジウムイオンで環状構造を形
成した、すなわち、キレート錯体を形成したことによる「キレート効果」が寄与するもの
と考えられる。
　本発明に係るイリジウム錯体についても、上記機構と同様の機構によるものと推察され
る。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】照明装置の概略図
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【図２】照明装置の模式図
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の非イオン性有機エレクトロニクス材料は、前記一般式（１）で表される構造を
有することを特徴とする。
　この特徴は、下記各実施形態に共通又は対応する技術的特徴である。
【００１７】
　本発明の実施態様としては、前記一般式（１）で表される構造が、下記一般式（２）で
表される構造であることが、錯体形成後の立体的な安定性の点で好ましい。
【００１８】
　本発明の有機エレクトロニクス材料は、電子デバイス、特に有機エレクトロルミネッセ
ンス素子に好適に用いられる。
　また、本発明の有機エレクトロニクス材料は、有機エレクトロルミネッセンス素子作製
用溶液に好適に用いられる。
【００１９】
　以下、本発明とその構成要素及び本発明を実施するための形態・態様について説明をす
る。なお、本願において、「～」は、その前後に記載される数値を下限値及び上限値とし
て含む意味で使用する。
【００２０】
［本発明の非イオン性有機エレクトロニクス材料の概要］
　本発明の非イオン性有機エレクトロニクス材料（以下、単に「有機エレクトロニクス材
料」ともいう。）は、下記一般式（１）で表される構造を有することを特徴とする。
【００２１】
＜一般式（１）で表される構造を有する化合物＞
【化３】

［式中、Ｒ１～Ｒ４は、各々独立にアルキル基、アリール基、複素環基、シアノ基又はフ
ッ素原子を表す。ｎ１～ｎ４は、０～４の整数を表し、ｎ１～ｎ４が２以上の場合には、
同一の置換基であっても異なる置換基であってもよく、置換基同士が互いに結合してもよ
い。Ｌ１、Ｌ２は、単結合又は連結基を表す。Ｑ１～Ｑ３は、各々独立に置換若しくは非
置換の芳香族炭化水素環又は芳香族複素環を表す。Ａ１～Ａ３は、各々独立に炭素原子又
は窒素原子を表し、Ａ１～Ａ３の少なくとも一つは炭素原子を表す。］
【００２２】
　一般式（１）において、Ｒ１～Ｒ４は、各々独立にアルキル基、アリール基、複素環基
、シアノ基又はフッ素原子を表す。
　前記アルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基
、（ｔ）ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、オクチル基、ドデシル基、トリデシル基、
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テトラデシル基、ペンタデシル基、ベンジル基等が挙げられる。
　前記アリール基（芳香族炭化水素基ともいう。）としては、例えば、フェニル基、ｐ－
クロロフェニル基、メシチル基、トリル基、キシリル基、ナフチル基、アントリル基、ア
ズレニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基、フェナントリル基、インデニル基、ピ
レニル基、ビフェニリル基等が挙げられる。
　前記複素環基としては、例えば、エポキシ環、アジリジン環、チイラン環、オキセタン
環、アゼチジン環、チエタン環、テトラヒドロフラン環、ジオキソラン環、ピロリジン環
、ピラゾリジン環、イミダゾリジン環、オキサゾリジン環、テトラヒドロチオフェン環、
スルホラン環、チアゾリジン環、ε－カプロラクトン環、ε－カプロラクタム環、ピペリ
ジン環、ヘキサヒドロピリダジン環、ヘキサヒドロピリミジン環、ピペラジン環、モルホ
リン環、テトラヒドロピラン環、１，３－ジオキサン環、１，４－ジオキサン環、トリオ
キサン環、テトラヒドロチオピラン環、チオモルホリン環、チオモルホリン１，１－ジオ
キシド環、ピラノース環、ジアザビシクロ［２，２，２］－オクタン環等が挙げられる。
【００２３】
　一般式（１）において、ｎ１～ｎ４は、０～４の整数を表す。ｎ１～ｎ４が２以上の場
合には、同一の置換基であっても異なる置換基であってもよく、置換基同士が互いに結合
してもよい。
【００２４】
　一般式（１）において、Ｌ１、Ｌ２は、単結合又は連結基を表す。
　前記連結基としては、２価の連結基が挙げられ、２価の連結基としては、特に制限はな
いが、アルキレン基、アルケニレン基、アルキニレン基、Ｏ、（Ｃ＝Ｏ）、ＮＲ、Ｓ、（
Ｏ＝Ｓ＝Ｏ）からなる群より選ばれる２価の連結基や、それらを２個組み合わせた連結基
等が挙げられる。
　一般式（１）において、Ｑ１～Ｑ３は、各々独立に置換若しくは非置換の芳香族炭化水
素環又は芳香族複素環を表す。
　前記芳香族炭化水素環としては、前記Ｒ１～Ｒ４で表されるアリール基（芳香族炭化水
素基）と同様のものが挙げられる。
　前記芳香族複素環としては、ピリジン環、ピリミジン環、フラン環、ピロール環、イミ
ダゾール環、ベンゾイミダゾール環、ピラゾール環、ピラジン環、トリアゾール環（例え
ば、１，２，４－トリアゾール、１，２，３－トリアゾール等）、オキサゾール環、ベン
ゾオキサゾール環、チアゾール環、イソオキサゾール環、イソチアゾール環、オキサジア
ゾール環、チオフェン環、キノリン環、ベンゾフラン環、ジベンゾフラン環、ベンゾチオ
フェン環、ジベンゾチオフェン環、インドール環、カルバゾール環、カルボリン環、ジア
ザカルバゾール環（前記カルボリン環を構成する炭素原子の一つが窒素原子で置き換わっ
たものを示す。）、キノキサリン環、ピリダジン環、トリアジン環、キナゾリン環、フタ
ラジン環等が挙げられる。
　また、前記芳香族炭化水素環又は芳香族複素環が有してもよい置換基としては、アルキ
ル基、シクロアルキル基、アルケニル基、アルキニル基、芳香族炭化水素基、複素環基、
芳香族複素環基、ハロゲン原子、アルコキシ基、シクロアルコキシ基、アリールオキシ基
、アルキルチオ基、シクロアルキルチオ基、アリールチオ基、アルコキシカルボニル基、
アリールオキシカルボニル基、スルファモイル基、ウレイド基、アシル基、アシルオキシ
基、アミド基、カルバモイル基、スルフィニル基、アルキルスルホニル基、アリールスル
ホニル基、アミノ基、ニトロ基、シアノ基、ヒドロキシ基、メルカプト基、アルキルシリ
ル基、アリールシリル基、アルキルホスフィノ基、アリールホスフィノ基、アルキルホス
ホリル基、アリールホスホリル基、アルキルチオホスホリル基及びアリールチオホスホリ
ル基等が挙げられる。
【００２５】
　前記一般式（１）において、Ａ１～Ａ３は、各々独立に炭素原子又は窒素原子を表し、
Ａ１～Ａ３の少なくとも一つは炭素原子を表す。
【００２６】
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＜一般式（２）で表される構造を有する化合物＞
　前記一般式（１）で表される構造が、下記一般式（２）で表される構造であることが、
錯体形成後の立体的な安定性の点で好ましい。
【化４】

［式中、Ｒ１～Ｒ７は、各々独立にアルキル基、アリール基、複素環基、シアノ基又はフ
ッ素原子を表す。ｎ１～ｎ６は、０～４の整数を表し、ｎ７は、０～３の整数を表し、ｎ
１～ｎ７が２以上の場合には、同一の置換基であっても異なる置換基であってもよく、置
換基同士が互いに結合してもよい。］
【００２７】
　一般式（２）において、Ｒ１～Ｒ７は、各々独立にアルキル基、アリール基、複素環基
、シアノ基又はフッ素原子を表す。
　前記アルキル基、アリール基、複素環基としては、前記一般式（１）のＲ１～Ｒ４で表
されるアルキル基、アリール基、複素環基と同様のものが挙げられる。
【００２８】
＜例示化合物＞
　以下、本発明に係る一般式（１）及び一般式（２）で表される構造を有する化合物の具
体例を示すが、これらに限定されるものではない。
【００２９】
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【化５】

【００３０】
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【化６】

【００３１】
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【化７】

【００３２】
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【化８】

【００３３】
＜合成方法＞
　前記一般式（１）で表される構造を有する化合物の合成方法は、前記非特許文献１に記
載の金錯体の合成方法と同様の方法によって合成することができる。具体的には、以下の
スキームにしたがって合成することができる。
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【００３４】
【化９】

【００３５】
［電子デバイス］
　本発明の有機エレクトロニクス材料は、例えば、有機エレクトロルミネッセンス材料、
有機半導体材料、有機太陽電池材料、光電変換材料などとして、電子デバイスに好適に用
いられる。すなわち、本発明の電子デバイスは、前記有機エレクトロニクス材料を含有す
ることを特徴とする。
　電子デバイスとしては、例えば、有機電界発光素子、ＬＥＤ（Light Emitting Diode）
、液晶素子、太陽電池、タッチパネル等が挙げられる。
【００３６】
［有機ＥＬ素子］
　本発明の有機ＥＬ素子は、前記有機エレクトロニクス材料を含有することを特徴とする
。
　本発明の有機エレクトロニクス材料を用いて製造される有機ＥＬ素子における代表的な
素子構成としては、以下の構成を挙げることができるが、これらに限定されるものではな
い。
（ｉ）陽極／発光層／陰極
（ii）陽極／発光層／電子輸送層／陰極
（iii）陽極／正孔輸送層／発光層／陰極
（iv）陽極／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／陰極
（ｖ）陽極／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極
（vi）陽極／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／陰極
（vii）陽極／正孔注入層／正孔輸送層／（電子阻止層／）発光層／（正孔阻止層／）電
子輸送層／電子注入層／陰極
　上記の中で（vii）の構成が好ましく用いられるが、これに限定されるものではない。
【００３７】
　本発明に係る発光層は、単層又は複数層で構成されており、発光層が複数の場合は各発
光層の間に非発光性の中間層を設けてもよい。必要に応じて、発光層と陰極との間に正孔
阻止層（正孔障壁層ともいう）や電子注入層（陰極バッファー層ともいう）を設けてもよ
く、また、発光層と陽極との間に電子阻止層（電子障壁層ともいう）や正孔注入層（陽極
バッファー層ともいう）を設けてもよい。
　本発明に係る電子輸送層とは、電子を輸送する機能を有する層であり、広い意味で電子
注入層、正孔阻止層も電子輸送層に含まれる。また、複数層で構成されていてもよい。
　本発明に係る正孔輸送層とは、正孔を輸送する機能を有する層であり、広い意味で正孔
注入層、電子阻止層も正孔輸送層に含まれる。また、複数層で構成されていてもよい。
　上記の代表的な素子構成において、陽極と陰極を除いた層を「有機層」ともいう。
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【００３８】
　（タンデム構造）
　また、本発明の有機ＥＬ素子は、少なくとも１層の発光層を含む発光ユニットを複数積
層した、いわゆるタンデム構造の素子であってもよい。
　タンデム構造の代表的な素子構成としては、例えば以下の構成を挙げることができる。
　陽極／第１発光ユニット／第２発光ユニット／第３発光ユニット／陰極
　陽極／第１発光ユニット／中間層／第２発光ユニット／中間層／第３発光ユニット／陰
極
　ここで、上記第１発光ユニット、第２発光ユニット及び第３発光ユニットは全て同じで
あっても、異なっていてもよい。また二つの発光ユニットが同じであり、残る一つが異な
っていてもよい。
　また、第３発光ユニットはなくてもよく、一方で第３発光ユニットと電極の間にさらに
発光ユニットや中間層を設けてもよい。
【００３９】
　複数の発光ユニットは直接積層されていても、中間層を介して積層されていてもよく、
中間層は、一般的に中間電極、中間導電層、電荷発生層、電子引抜層、接続層、中間絶縁
層とも呼ばれ、陽極側の隣接層に電子を、陰極側の隣接層に正孔を供給する機能を持った
層であれば、公知の材料及び構成を用いることができる。
【００４０】
　中間層に用いられる材料としては、例えば、ＩＴＯ（インジウム・スズ酸化物）、ＩＺ
Ｏ（インジウム・亜鉛酸化物）、ＺｎＯ２、ＴｉＮ、ＺｒＮ、ＨｆＮ、ＴｉＯｘ、ＶＯｘ
、ＣｕＩ、ＩｎＮ、ＧａＮ、ＣｕＡｌＯ２、ＣｕＧａＯ２、ＳｒＣｕ２Ｏ２、ＬａＢ６、
ＲｕＯ２、Ａｌ等の導電性無機化合物層や、Ａｕ／Ｂｉ２Ｏ３等の２層膜や、ＳｎＯ２／
Ａｇ／ＳｎＯ２、ＺｎＯ／Ａｇ／ＺｎＯ、Ｂｉ２Ｏ３／Ａｕ／Ｂｉ２Ｏ３、ＴｉＯ２／Ｔ
ｉＮ／ＴｉＯ２、ＴｉＯ２／ＺｒＮ／ＴｉＯ２等の多層膜、またＣ６０等のフラーレン類
、オリゴチオフェン等の導電性有機物層、金属フタロシアニン類、無金属フタロシアニン
類、金属ポルフィリン類、無金属ポルフィリン類等の導電性有機化合物層等が挙げられる
が、本発明はこれらに限定されない。
【００４１】
　発光ユニット内の好ましい構成としては、例えば上記の代表的な素子構成で挙げた（ｉ
）～（vii）の構成から、陽極と陰極を除いたもの等が挙げられるが、本発明はこれらに
限定されない。
【００４２】
　タンデム型有機ＥＬ素子の具体例としては、例えば、米国特許第６３３７４９２号、米
国特許第７４２０２０３号、米国特許第７４７３９２３号、米国特許第６８７２４７２号
、米国特許第６１０７７３４号、米国特許第６３３７４９２号、国際公開第２００５／０
０９０８７号、特開２００６－２２８７１２号、特開２００６－２４７９１号、特開２０
０６－４９３９３号、特開２００６－４９３９４号、特開２００６－４９３９６号、特開
２０１１－９６６７９号、特開２００５－３４０１８７号、特許第４７１１４２４号、特
許第３４９６６８１号、特許第３８８４５６４号、特許第４２１３１６９号、特開２０１
０－１９２７１９号、特開２００９－０７６９２９号、特開２００８－０７８４１４号、
特開２００７－０５９８４８号、特開２００３－２７２８６０号、特開２００３－０４５
６７６号、国際公開第２００５／０９４１３０号等に記載の素子構成や構成材料等が挙げ
られるが、本発明はこれらに限定されない。
【００４３】
　以下、本発明の有機ＥＬ素子を構成する各層について説明する。
　《発光層》
　本発明に係る発光層は、電極又は隣接層から注入されてくる電子及び正孔が再結合し、
励起子を経由して発光する場を提供する層であり、発光する部分は発光層の層内であって
も、発光層と隣接層との界面であってもよい。本発明に係る発光層は、本発明で規定する
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要件を満たしていれば、その構成に特に制限はない。
　発光層の厚さの総和は、特に制限はないが、形成する層の均質性や、発光時に不必要な
高電圧を印加するのを防止し、かつ、駆動電流に対する発光色の安定性向上の観点から、
２ｎｍ～５μｍの範囲内に調整することが好ましく、より好ましくは２～５００ｎｍの範
囲内に調整され、さらに好ましくは５～２００ｎｍの範囲内に調整される。
　また、個々の発光層の厚さとしては、２ｎｍ～１μｍの範囲内に調整することが好まし
く、より好ましくは２～２００ｎｍの範囲内に調整され、さらに好ましくは３～１５０ｎ
ｍの範囲に調整される。
【００４４】
　発光層には、発光ドーパント（発光性ドーパント化合物、ドーパント化合物、単にドー
パントともいう。）と、ホスト化合物（マトリックス材料、発光ホスト化合物、単にホス
トともいう。）と、を含有することが好ましい。
【００４５】
　（１）発光ドーパント
　発光ドーパントとしては、蛍光発光性ドーパント（蛍光ドーパント、蛍光性化合物とも
いう）と、リン光発光性ドーパント（リン光ドーパント、リン光性化合物ともいう）が好
ましく用いられる。本発明においては、少なくとも１層の発光層が、前記有機エレクトロ
ニクス材料（前記一般式（１）で表される構造を有する化合物）を含有する。
　発光層中の発光ドーパントの濃度については、使用される特定のドーパント及びデバイ
スの必要条件に基づいて、任意に決定することができ、発光層の膜厚方向に対し、均一な
濃度で含有されていてもよく、また任意の濃度分布を有していてもよい。
　また、本発明に係る発光ドーパントは、複数種を併用して用いてもよく、構造の異なる
ドーパント同士の組み合わせや、蛍光発光性ドーパントとリン光発光性ドーパントとを組
み合わせて用いてもよい。これにより、任意の発光色を得ることができる。
【００４６】
　本発明に係る有機ＥＬ素子の発光する色は、「新編色彩科学ハンドブック」（日本色彩
学会編、東京大学出版会、１９８５）の１０８頁の図４．１６において、分光放射輝度計
ＣＳ－１０００（コニカミノルタ（株）製）で測定した結果をＣＩＥ色度座標に当てはめ
たときの色で決定される。
　本発明においては、１層又は複数層の発光層が、発光色の異なる複数の発光ドーパント
を含有し、白色発光を示すことも好ましい。
　白色を示す発光ドーパントの組み合わせについては特に限定はないが、例えば青と橙や
、青と緑と赤の組み合わせ等が挙げられる。
　本発明に係る有機ＥＬ素子における白色とは、特に限定はなく、橙色寄りの白色であっ
ても青色寄りの白色であってもよいが、２度視野角正面輝度を前述の方法により測定した
際に、１０００ｃｄ／ｍ２でのＣＩＥ１９３１表色系における色度がｘ＝０．３９±０．
０９、ｙ＝０．３８±０．０８の領域内にあることが好ましい。
【００４７】
　（１．１）リン光発光性ドーパント
　本発明に係るリン光発光性ドーパント（以下、「リン光ドーパント」ともいう。）につ
いて説明する。
　本発明に係るリン光ドーパントは、励起三重項からの発光が観測される化合物であり、
具体的には、室温（２５℃）にてリン光発光する化合物であり、リン光量子収率が、２５
℃において０．０１以上の化合物であると定義されるが、好ましいリン光量子収率は０．
１以上である。
【００４８】
　上記リン光量子収率は、第４版実験化学講座７の分光IIの３９８頁（１９９２年版、丸
善）に記載の方法により測定できる。溶液中でのリン光量子収率は種々の溶媒を用いて測
定できるが、本発明に係るリン光ドーパントは、任意の溶媒のいずれかにおいて上記リン
光量子収率（０．０１以上）が達成されればよい。
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　リン光ドーパントの発光は原理としては２種挙げられ、一つはキャリアが輸送されるホ
スト化合物上でキャリアの再結合が起こってホスト化合物の励起状態が生成し、このエネ
ルギーをリン光ドーパントに移動させることでリン光ドーパントからの発光を得るという
エネルギー移動型である。もう一つはリン光ドーパントがキャリアトラップとなり、リン
光ドーパント上でキャリアの再結合が起こりリン光ドーパントからの発光が得られるとい
うキャリアトラップ型である。いずれの場合においても、リン光ドーパントの励起状態の
エネルギーはホスト化合物の励起状態のエネルギーよりも低いことが条件である。
【００４９】
　本発明において使用できるリン光ドーパントとしては、前記有機エレクトロニクス材料
（前記一般式（１）で表される構造を有する化合物）を用いることができる。
　また、前記有機エレクトロニクス材料に加えて、有機ＥＬ素子の発光層に使用される公
知のものの中から適宜選択して併用してもよい。
　本発明に使用できる公知のリン光ドーパントの具体例としては、以下の文献に記載され
ている化合物等が挙げられる。
　Ｎａｔｕｒｅ ３９５，１５１ （１９９８）、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ７
８， １６２２ （２００１）、Ａｄｖ． Ｍａｔｅｒ． １９， ７３９ （２００７）、Ｃ
ｈｅｍ． Ｍａｔｅｒ． １７， ３５３２ （２００５）、Ａｄｖ． Ｍａｔｅｒ． １７，
１０５９ （２００５）、国際公開第２００９／１００９９１号、国際公開第２００８／
１０１８４２号、国際公開第２００３／０４０２５７号、米国特許公開第２００６／８３
５４６９号、米国特許公開第２００６／０２０２１９４号、米国特許公開第２００７／０
０８７３２１号、米国特許公開第２００５／０２４４６７３号、
Ｉｎｏｒｇ． Ｃｈｅｍ． ４０， １７０４ （２００１）、Ｃｈｅｍ． Ｍａｔｅｒ． １
６， ２４８０ （２００４）、Ａｄｖ． Ｍａｔｅｒ． １６， ２００３ （２００４）、
Ａｎｇｅｗ． Ｃｈｅｍ． Ｉｎｔ． Ｅｄ． ２００６， ４５， ７８００、Ａｐｐｌ． 
Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ８６， １５３５０５ （２００５）、Ｃｈｅｍ． Ｌｅｔｔ． ３
４， ５９２ （２００５）、Ｃｈｅｍ． Ｃｏｍｍｕｎ． ２９０６ （２００５）、Ｉｎ
ｏｒｇ． Ｃｈｅｍ． ４２， １２４８ （２００３）、国際公開第２００９／０５０２９
０号、国際公開第２００２／０１５６４５号、国際公開第２００９／０００６７３号、米
国特許公開第２００２／００３４６５６号、米国特許第７３３２２３２号、米国特許公開
第２００９／０１０８７３７号、米国特許公開第２００９／００３９７７６号、米国特許
第６９２１９１５号、米国特許第６６８７２６６号、米国特許公開第２００７／０１９０
３５９号、米国特許公開第２００６／０００８６７０号、米国特許公開第２００９／０１
６５８４６号、米国特許公開第２００８／００１５３５５号、米国特許第７２５０２２６
号、米国特許第７３９６５９８号、米国特許公開第２００６／０２６３６３５号、米国特
許公開第２００３／０１３８６５７号、米国特許公開第２００３／０１５２８０２号、米
国特許第７０９０９２８号、Ａｎｇｅｗ． Ｃｈｅｍ． Ｉｎｔ． Ｅｄ． ４７， １ （２
００８）、Ｃｈｅｍ． Ｍａｔｅｒ． １８， ５１１９ （２００６）、Ｉｎｏｒｇ． Ｃ
ｈｅｍ． ４６， ４３０８ （２００７）、Ｏｒｇａｎｏｍｅｔａｌｌｉｃｓ ２３， ３
７４５ （２００４）、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ７４， １３６１ （１９９９
）、国際公開第２００２／００２７１４号、国際公開第２００６／００９０２４号、国際
公開第２００６／０５６４１８号、国際公開第２００５／０１９３７３号、国際公開第２
００５／１２３８７３号、国際公開第２００７／００４３８０号、国際公開第２００６／
０８２７４２号、米国特許公開第２００６／０２５１９２３号、米国特許公開第２００５
／０２６０４４１号、米国特許第７３９３５９９号、米国特許第７５３４５０５号、米国
特許第７４４５８５５号、米国特許公開第２００７／０１９０３５９号、米国特許公開第
２００８／０２９７０３３号、米国特許第７３３８７２２号、米国特許公開第２００２／
０１３４９８４号、米国特許第７２７９７０４号、米国特許公開第２００６／０９８１２
０号、米国特許公開第２００６／１０３８７４号、国際公開第２００５／０７６３８０号
、国際公開第２０１０／０３２６６３号、国際公開第２００８／１４０１１５号、国際公
開第２００７／０５２４３１号、国際公開第２０１１／１３４０１３号、国際公開第２０
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１１／１５７３３９号、国際公開第２０１０／０８６０８９号、国際公開第２００９／１
１３６４６号、国際公開第２０１２／０２０３２７号、国際公開第２０１１／０５１４０
４号、国際公開第２０１１／００４６３９号、国際公開第２０１１／０７３１４９号、米
国特許公開第２０１２／２２８５８３号、米国特許公開第２０１２／２１２１２６号、特
開２０１２－０６９７３７号公報、特開２０１２－１９５５５４号公報、特開２００９－
１１４０８６号公報、特開２００３－８１９８８号公報、特開２００２－３０２６７１号
公報、特開２００２－３６３５５２号公報等である。
【００５０】
　中でも、好ましいリン光ドーパントとしてはＩｒを中心金属に有する有機金属錯体が挙
げられる。さらに好ましくは、金属－炭素結合、金属－窒素結合、金属－酸素結合、金属
－硫黄結合の少なくとも一つの配位様式を含む錯体が好ましい。
【００５１】
　（１．２）蛍光発光性ドーパント
　本発明に係る蛍光発光性ドーパント（以下、「蛍光ドーパント」ともいう）について説
明する。
　本発明に係る蛍光ドーパントは、励起一重項からの発光が可能な化合物であり、励起一
重項からの発光が観測される限り特に限定されない。
　本発明に係る蛍光ドーパントとしては、例えば、アントラセン誘導体、ピレン誘導体、
クリセン誘導体、フルオランテン誘導体、ペリレン誘導体、フルオレン誘導体、アリール
アセチレン誘導体、スチリルアリーレン誘導体、スチリルアミン誘導体、アリールアミン
誘導体、ホウ素錯体、クマリン誘導体、ピラン誘導体、シアニン誘導体、クロコニウム誘
導体、スクアリウム誘導体、オキソベンツアントラセン誘導体、フルオレセイン誘導体、
ローダミン誘導体、ピリリウム誘導体、ペリレン誘導体、ポリチオフェン誘導体、又は希
土類錯体系化合物等が挙げられる。
【００５２】
　また、近年では遅延蛍光を利用した発光ドーパントも開発されており、これらを用いて
もよい。
　遅延蛍光を利用した発光ドーパントの具体例としては、例えば、国際公開第２０１１／
１５６７９３号、特開２０１１－２１３６４３号公報、特開２０１０－９３１８１号公報
等に記載の化合物が挙げられるが、本発明はこれらに限定されない。
【００５３】
　（２）ホスト化合物
　本発明に係るホスト化合物は、発光層において主に電荷の注入及び輸送を担う化合物で
あり、有機ＥＬ素子においてそれ自体の発光は実質的に観測されない。
　好ましくは室温（２５℃）においてリン光発光のリン光量子収率が、０．１未満の化合
物であり、さらに好ましくはリン光量子収率が０．０１未満の化合物である。また、発光
層に含有される化合物の内で、その層中での質量比が２０％以上であることが好ましい。
　また、ホスト化合物の励起状態エネルギーは、同一層内に含有される発光ドーパントの
励起状態エネルギーよりも高いことが好ましい。
【００５４】
　ホスト化合物は、単独で用いてもよく、又は複数種併用して用いてもよい。ホスト化合
物を複数種用いることで、電荷の移動を調整することが可能であり、有機ＥＬ素子を高効
率化することができる。
　本発明で用いることができるホスト化合物としては、特に制限はなく、従来有機ＥＬ素
子で用いられる化合物を用いることができる。低分子化合物でも繰り返し単位を有する高
分子化合物でもよく、また、ビニル基やエポキシ基のような反応性基を有する化合物でも
よい。
【００５５】
　公知のホスト化合物としては、正孔輸送能又は電子輸送能を有しつつ、かつ、発光の長
波長化を防ぎ、さらに、有機ＥＬ素子を高温駆動時や素子駆動中の発熱に対して安定して
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動作させる観点から、高いガラス転移温度（Ｔｇ）を有することが好ましい。好ましくは
Ｔｇが９０℃以上であり、より好ましくは１２０℃以上である。
　ここで、ガラス転移点（Ｔｇ）とは、ＤＳＣ（Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　Ｓｃａｎｎ
ｉｎｇ　Ｃａｌｏｒｉｍｅｔｒｙ：示差走査熱量法）を用いて、ＪＩＳ－Ｋ－７１２１に
準拠した方法により求められる値である。
【００５６】
　本発明における有機ＥＬ素子に用いられる、公知のホスト化合物の具体例としては、以
下の文献に記載の化合物等が挙げられるが、本発明はこれらに限定されない。
　特開２００１－２５７０７６号公報、同２００２－３０８８５５号公報、同２００１－
３１３１７９号公報、同２００２－３１９４９１号公報、同２００１－３５７９７７号公
報、同２００２－３３４７８６号公報、同２００２－８８６０号公報、同２００２－３３
４７８７号公報、同２００２－１５８７１号公報、同２００２－３３４７８８号公報、同
２００２－４３０５６号公報、同２００２－３３４７８９号公報、同２００２－７５６４
５号公報、同２００２－３３８５７９号公報、同２００２－１０５４４５号公報、同２０
０２－３４３５６８号公報、同２００２－１４１１７３号公報、同２００２－３５２９５
７号公報、同２００２－２０３６８３号公報、同２００２－３６３２２７号公報、同２０
０２－２３１４５３号公報、同２００３－３１６５号公報、同２００２－２３４８８８号
公報、同２００３－２７０４８号公報、同２００２－２５５９３４号公報、同２００２－
２６０８６１号公報、同２００２－２８０１８３号公報、同２００２－２９９０６０号公
報、同２００２－３０２５１６号公報、同２００２－３０５０８３号公報、同２００２－
３０５０８４号公報、同２００２－３０８８３７号公報、
米国特許公開第２００３／０１７５５５３号、米国特許公開第２００６／０２８０９６５
号、米国特許公開第２００５／０１１２４０７号、米国特許公開第２００９／００１７３
３０号、米国特許公開第２００９／００３０２０２号、米国特許公開第２００５／０２３
８９１９号、国際公開第２００１／０３９２３４号、国際公開第２００９／０２１１２６
号、国際公開第２００８／０５６７４６号、国際公開第２００４／０９３２０７号、国際
公開第２００５／０８９０２５号、国際公開第２００７／０６３７９６号、国際公開第２
００７／０６３７５４号、国際公開第２００４／１０７８２２号、国際公開第２００５／
０３０９００号、国際公開第２００６／１１４９６６号、国際公開第２００９／０８６０
２８号、国際公開第２００９／００３８９８号、国際公開第２０１２／０２３９４７号、
特開２００８－０７４９３９号公報、特開２００７－２５４２９７号公報、ＥＰ２０３４
５３８、等である。
【００５７】
　《電子輸送層》
　本発明において電子輸送層とは、電子を輸送する機能を有する材料からなり、陰極より
注入された電子を発光層に伝達する機能を有していればよい。
　本発明における電子輸送層の総膜厚については特に制限はないが、通常は２ｎｍ～５μ
ｍの範囲内であり、より好ましくは２～５００ｎｍの範囲内であり、さらに好ましくは５
～２００ｎｍの範囲内である。
【００５８】
　電子輸送層に用いられる材料（以下、電子輸送材料という。）としては、電子の注入性
又は輸送性、正孔の障壁性のいずれかを有していればよく、従来公知の化合物の中から任
意のものを選択して用いることができる。
　例えば、含窒素芳香族複素環誘導体（カルバゾール誘導体、アザカルバゾール誘導体（
カルバゾール環を構成する炭素原子の一つ以上が窒素原子に置換されたもの）、ピリジン
誘導体、ピリミジン誘導体、ピラジン誘導体、ピリダジン誘導体、トリアジン誘導体、キ
ノリン誘導体、キノキサリン誘導体、フェナントロリン誘導体、アザトリフェニレン誘導
体、オキサゾール誘導体、チアゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、チアジアゾール
誘導体、トリアゾール誘導体、ベンズイミダゾール誘導体、ベンズオキサゾール誘導体、
ベンズチアゾール誘導体等）、ジベンゾフラン誘導体、ジベンゾチオフェン誘導体、シロ
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ール誘導体、芳香族炭化水素環誘導体（ナフタレン誘導体、アントラセン誘導体、トリフ
ェニレン等）等が挙げられる。
【００５９】
　また、配位子にキノリノール骨格やジベンゾキノリノール骨格を有する金属錯体、例え
ば、トリス（８－キノリノール）アルミニウム（Ａｌｑ３）、トリス（５，７－ジクロロ
－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（５，７－ジブロモ－８－キノリノール）ア
ルミニウム、トリス（２－メチル－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（５－メチ
ル－８－キノリノール）アルミニウム、ビス（８－キノリノール）亜鉛（Ｚｎｑ）等、及
びこれらの金属錯体の中心金属がＩｎ、Ｍｇ、Ｃｕ、Ｃａ、Ｓｎ、Ｇａ又はＰｂに置き替
わった金属錯体も、電子輸送材料として用いることができる。
【００６０】
　その他、メタルフリー若しくはメタルフタロシアニン、又はそれらの末端がアルキル基
やスルホン酸基等で置換されているものも、電子輸送材料として好ましく用いることがで
きる。また、発光層の材料として例示したジスチリルピラジン誘導体も、電子輸送材料と
して用いることができるし、正孔注入層、正孔輸送層と同様にｎ型－Ｓｉ、ｎ型－ＳｉＣ
等の無機半導体も電子輸送材料として用いることができる。
　また、これらの材料を高分子鎖に導入した、又はこれらの材料を高分子の主鎖とした高
分子材料を用いることもできる。
【００６１】
　本発明に係る電子輸送層においては、電子輸送層にドープ材をゲスト材料としてドープ
して、ｎ性の高い（電子リッチ）電子輸送層を形成してもよい。ドープ材としては、金属
錯体やハロゲン化金属など金属化合物等のｎ型ドーパントが挙げられる。このような構成
の電子輸送層の具体例としては、例えば、特開平４－２９７０７６号公報、同１０－２７
０１７２号公報、特開２０００－１９６１４０号公報、同２００１－１０２１７５号公報
、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，５７７３（２００４）等の文献に記載されたものが
挙げられる。
【００６２】
　本発明に係る有機ＥＬ素子に用いられる、公知の好ましい電子輸送材料の具体例として
は、以下の文献に記載の化合物等が挙げられるが、本発明はこれらに限定されない。
　米国特許第６５２８１８７号、米国特許第７２３０１０７号、米国特許公開第２００５
／００２５９９３号、米国特許公開第２００４／００３６０７７号、米国特許公開第２０
０９／０１１５３１６号、米国特許公開第２００９／０１０１８７０号、米国特許公開第
２００９／０１７９５５４号、国際公開第２００３／０６０９５６号、国際公開第２００
８／１３２０８５号、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ７５， ４ （１９９９）、Ａ
ｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ７９， ４４９ （２００１）、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ．
Ｌｅｔｔ． ８１， １６２ （２００２）、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ８１， 
１６２ （２００２）、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ７９， １５６ （２００１）
、米国特許第７９６４２９３号、米国特許公開第２００９／０３０２０２号、国際公開第
２００４／０８０９７５号、国際公開第２００４／０６３１５９号、国際公開第２００５
／０８５３８７号、国際公開第２００６／０６７９３１号、国際公開第２００７／０８６
５５２号、国際公開第２００８／１１４６９０号、国際公開第２００９／０６９４４２号
、国際公開第２００９／０６６７７９号、国際公開第２００９／０５４２５３号、国際公
開第２０１１／０８６９３５号、国際公開第２０１０／１５０５９３号、国際公開第２０
１０／０４７７０７号、ＥＰ２３１１８２６号、特開２０１０－２５１６７５号公報、特
開２００９－２０９１３３号公報、特開２００９－１２４１１４号公報、特開２００８－
２７７８１０号公報、特開２００６－１５６４４５号公報、特開２００５－３４０１２２
号公報、特開２００３－４５６６２号公報、特開２００３－３１３６７号公報、特開２０
０３－２８２２７０号公報、国際公開第２０１２／１１５０３４号、等である。
【００６３】
　本発明におけるより好ましい電子輸送材料としては、ピリジン誘導体、ピリミジン誘導
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体、ピラジン誘導体、トリアジン誘導体、ジベンゾフラン誘導体、ジベンゾチオフェン誘
導体、カルバゾール誘導体、アザカルバゾール誘導体、ベンズイミダゾール誘導体が挙げ
られる。
　電子輸送材料は単独で用いてもよく、また複数種を併用して用いてもよい。
【００６４】
　《正孔阻止層》
　正孔阻止層とは広い意味では電子輸送層の機能を有する層であり、好ましくは電子を輸
送する機能を有しつつ正孔を輸送する能力が小さい材料からなり、電子を輸送しつつ正孔
を阻止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。
　また、前述する電子輸送層の構成を必要に応じて、本発明に係る正孔阻止層として用い
ることができる。
　前記正孔阻止層は、発光層の陰極側に隣接して設けられることが好ましい。
　また、正孔阻止層の膜厚としては、好ましくは３～１００ｎｍの範囲内であり、さらに
好ましくは５～３０ｎｍの範囲内である。
　正孔阻止層に用いられる材料としては、前述の電子輸送層に用いられる材料が好ましく
用いられ、また、前述のホスト化合物として用いられる材料も正孔阻止層に好ましく用い
られる。
【００６５】
　《電子注入層》
　本発明に係る電子注入層（「陰極バッファー層」ともいう）とは、駆動電圧低下や発光
輝度向上のために陰極と発光層との間に設けられる層のことで、「有機ＥＬ素子とその工
業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・エス社発行）」の第２編第２章「電
極材料」（１２３～１６６頁）に詳細に記載されている。
　本発明において電子注入層は必要に応じて設け、上記のように陰極と発光層との間、又
は陰極と電子輸送層との間に存在させてもよい。
　電子注入層はごく薄い膜であることが好ましく、素材にもよるがその膜厚は０．１～５
ｎｍの範囲内が好ましい。また構成材料が断続的に存在する不均一な膜であってもよい。
【００６６】
　電子注入層は、特開平６－３２５８７１号公報、同９－１７５７４号公報、同１０－７
４５８６号公報等にもその詳細が記載されており、電子注入層に好ましく用いられる材料
の具体例としては、ストロンチウムやアルミニウム等に代表される金属、フッ化リチウム
、フッ化ナトリウム、フッ化カリウム等に代表されるアルカリ金属化合物、フッ化マグネ
シウム、フッ化カルシウム等に代表されるアルカリ土類金属化合物、酸化アルミニウムに
代表される金属酸化物、リチウム８－ヒドロキシキノレート（Ｌｉｑ）等に代表される金
属錯体等が挙げられる。また、前述の電子輸送材料を用いることも可能である。
　また、上記の電子注入層に用いられる材料は単独で用いてもよく、複数種を併用して用
いてもよい。
【００６７】
　《正孔輸送層》
　本発明において正孔輸送層とは、正孔を輸送する機能を有する材料からなり、陽極より
注入された正孔を発光層に伝達する機能を有していればよい。
　前記正孔輸送層の総膜厚については特に制限はないが、通常は５ｎｍ～５μｍの範囲内
であり、より好ましくは２～５００ｎｍの範囲内であり、さらに好ましくは５～２００ｎ
ｍの範囲内である。
【００６８】
　正孔輸送層に用いられる材料（以下、正孔輸送材料という）としては、正孔の注入性又
は輸送性、電子の障壁性のいずれかを有していればよく、従来公知の化合物の中から任意
のものを選択して用いることができる。
　例えば、ポルフィリン誘導体、フタロシアニン誘導体、オキサゾール誘導体、オキサジ
アゾール誘導体、トリアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ピラゾリン誘導体、ピラゾ
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ロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、ポリア
リールアルカン誘導体、トリアリールアミン誘導体、カルバゾール誘導体、インドロカル
バゾール誘導体、イソインドール誘導体、アントラセンやナフタレン等のアセン系誘導体
、フルオレン誘導体、フルオレノン誘導体、及びポリビニルカルバゾール、芳香族アミン
を主鎖又は側鎖に導入した高分子材料又はオリゴマー、ポリシラン、導電性ポリマー又は
オリゴマー（例えばＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ、アニリン系共重合体、ポリアニリン、ポリチオ
フェン等）等が挙げられる。
【００６９】
　トリアリールアミン誘導体としては、α－ＮＰＤに代表されるベンジジン型や、ＭＴＤ
ＡＴＡに代表されるスターバースト型、トリアリールアミン連結コア部にフルオレンやア
ントラセンを有する化合物等が挙げられる。
　また、特表２００３－５１９４３２号公報や特開２００６－１３５１４５号公報等に記
載されているようなヘキサアザトリフェニレン誘導体も同様に正孔輸送材料として用いる
ことができる。
　さらに不純物をドープしたｐ性の高い正孔輸送層を用いることもできる。その例として
は、特開平４－２９７０７６号公報、特開２０００－１９６１４０号公報、同２００１－
１０２１７５号公報の各公報、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，５７７３（２００４）
等に記載されたものが挙げられる。
　また、特開平１１－２５１０６７号公報、Ｊ．Ｈｕａｎｇ　ｅｔ．ａｌ．著文献（Ａｐ
ｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ　８０（２００２），ｐ．１３９）に記載
されているような、いわゆるｐ型正孔輸送材料やｐ型－Ｓｉ、ｐ型－ＳｉＣ等の無機化合
物を用いることもできる。さらにＩｒ（ｐｐｙ）３に代表されるような中心金属にＩｒや
Ｐｔを有するオルトメタル化有機金属錯体も好ましく用いられる。
　正孔輸送材料としては、上記のものを使用することができるが、トリアリールアミン誘
導体、カルバゾール誘導体、インドロカルバゾール誘導体、アザトリフェニレン誘導体、
有機金属錯体、芳香族アミンを主鎖又は側鎖に導入した高分子材料又はオリゴマー等が好
ましく用いられる。
【００７０】
　本発明に係る有機ＥＬ素子に用いられる、公知の好ましい正孔輸送材料の具体例として
は、上記で挙げた文献の他、以下の文献に記載の化合物等が挙げられるが、本発明はこれ
らに限定されない。
　例えば、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ６９， ２１６０ （１９９６）、Ｊ． Ｌ
ｕｍｉｎ． ７２－７４， ９８５ （１９９７）、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ７
８， ６７３ （２００１）、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ９０， １８３５０３ 
（２００７）、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ９０， １８３５０３ （２００７）
、Ａｐｐｌ． Ｐｈｙｓ． Ｌｅｔｔ． ５１， ９１３ （１９８７）、Ｓｙｎｔｈ． Ｍｅ
ｔ． ８７， １７１ （１９９７）、Ｓｙｎｔｈ． Ｍｅｔ． ９１， ２０９ （１９９７
）、Ｓｙｎｔｈ． Ｍｅｔ． １１１，４２１ （２０００）、ＳＩＤ Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ
Ｄｉｇｅｓｔ， ３７， ９２３ （２００６）、Ｊ． Ｍａｔｅｒ． Ｃｈｅｍ． ３， ３
１９ （１９９３）、Ａｄｖ． Ｍａｔｅｒ． ６， ６７７ （１９９４）、Ｃｈｅｍ． Ｍ
ａｔｅｒ． １５，３１４８ （２００３）、米国特許公開第２００３／０１６２０５３号
、米国特許公開第２００２／０１５８２４２号、米国特許公開第２００６／０２４０２７
９号、米国特許公開第２００８／０２２０２６５号、米国特許第５０６１５６９号、国際
公開第２００７／００２６８３号、国際公開第２００９／０１８００９号、ＥＰ６５０９
５５、米国特許公開第２００８／０１２４５７２号、米国特許公開第２００７／０２７８
９３８号、米国特許公開第２００８／０１０６１９０号、米国特許公開第２００８／００
１８２２１号、
国際公開第２０１２／１１５０３４号、特表２００３－５１９４３２号公報、特開２００
６－１３５１４５号、米国特許出願番号１３／５８５９８１号等である。
　正孔輸送材料は単独で用いてもよく、また複数種を併用して用いてもよい。
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【００７１】
　《電子阻止層》
　電子阻止層とは広い意味では正孔輸送層の機能を有する層であり、好ましくは正孔を輸
送する機能を有しつつ電子を輸送する能力が小さい材料からなり、正孔を輸送しつつ電子
を阻止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。
　また、前述する正孔輸送層の構成を必要に応じて、本発明に係る電子阻止層として用い
ることができる。
　前記電子阻止層は、発光層の陽極側に隣接して設けられることが好ましい。
　また、電子阻止層の膜厚としては、好ましくは３～１００ｎｍの範囲内であり、さらに
好ましくは５～３０ｎｍの範囲内である。
　電子阻止層に用いられる材料としては、前述の正孔輸送層に用いられる材料が好ましく
用いられ、また、前述のホスト化合物として用いられる材料も電子阻止層に好ましく用い
られる。
【００７２】
　《正孔注入層》
　本発明に係る正孔注入層（「陽極バッファー層」ともいう）とは、駆動電圧低下や発光
輝度向上のために陽極と発光層との間に設けられる層のことで、「有機ＥＬ素子とその工
業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・エス社発行）」の第２編第２章「電
極材料」（１２３～１６６頁）に詳細に記載されている。
　本発明において正孔注入層は必要に応じて設け、上記のように陽極と発光層又は陽極と
正孔輸送層との間に存在させてもよい。
【００７３】
　正孔注入層は、特開平９－４５４７９号公報、同９－２６００６２号公報、同８－２８
８０６９号公報等にもその詳細が記載されており、正孔注入層に用いられる材料としては
、例えば前述の正孔輸送層に用いられる材料等が挙げられる。
　中でも銅フタロシアニンに代表されるフタロシアニン誘導体、特表２００３－５１９４
３２や特開２００６－１３５１４５等に記載されているようなヘキサアザトリフェニレン
誘導体、酸化バナジウムに代表される金属酸化物、アモルファスカーボン、ポリアニリン
（エメラルディン）やポリチオフェン等の導電性高分子、トリス（２－フェニルピリジン
）イリジウム錯体等に代表されるオルトメタル化錯体、トリアリールアミン誘導体等が好
ましい。
　前述の正孔注入層に用いられる材料は単独で用いてもよく、また複数種を併用して用い
てもよい。
【００７４】
　《含有物》
　前述した本発明における有機層は、さらに他の含有物が含まれていてもよい。
　含有物としては、例えば臭素、ヨウ素及び塩素等のハロゲン元素やハロゲン化化合物、
Ｐｄ、Ｃａ、Ｎａ等のアルカリ金属やアルカリ土類金属、遷移金属の化合物や錯体、塩等
が挙げられる。
　含有物の含有量は、任意に決定することができるが、含有される層の全質量％に対して
１０００ｐｐｍ以下であることが好ましく、より好ましくは５００ｐｐｍ以下であり、さ
らに好ましくは５０ｐｐｍ以下である。
　ただし、電子や正孔の輸送性を向上させる目的や、励起子のエネルギー移動を有利にす
るための目的などによってはこの範囲内ではない。
【００７５】
　《陽極》
　有機ＥＬ素子における陽極としては、仕事関数の大きい（４ｅＶ以上、好ましくは４．
５Ｖ以上）金属、合金、電気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが好
ましく用いられる。このような電極物質の具体例としては、Ａｕ等の金属、ＣｕＩ、イン
ジウムチンオキシド（ＩＴＯ）、ＳｎＯ２、ＺｎＯ等の導電性透明材料が挙げられる。ま
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た、ＩＤＩＸＯ（Ｉｎ２Ｏ３－ＺｎＯ）等非晶質で透明導電膜を作製可能な材料を用いて
もよい。
【００７６】
　陽極はこれらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜を形成させ、フォ
トリソグラフィー法で所望の形状のパターンを形成してもよく、又はパターン精度を余り
必要としない場合は（１００μｍ以上程度）、上記電極物質の蒸着やスパッタリング時に
所望の形状のマスクを介してパターンを形成してもよい。
　又は、有機導電性化合物のように塗布可能な物質を用いる場合には、印刷方式、コーテ
ィング方式等湿式成膜法を用いることもできる。この陽極より発光を取り出す場合には、
透過率を１０％より大きくすることが望ましく、また陽極としてのシート抵抗は数百Ω／
ｓｑ．以下が好ましい。
　陽極の膜厚は材料にもよるが、通常１０ｎｍ～１μｍ、好ましくは１０～２００ｎｍの
範囲で選ばれる。
【００７７】
　《陰極》
　陰極としては仕事関数の小さい（４ｅＶ以下）金属（電子注入性金属と称する。）、合
金、電気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが用いられる。このよう
な電極物質の具体例としては、ナトリウム、ナトリウム－カリウム合金、マグネシウム、
リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／アルミニ
ウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ

２Ｏ３）混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、アルミニウム、希土類金
属等が挙げられる。
　これらの中で、電子注入性及び酸化等に対する耐久性の点から、電子注入性金属とこれ
より仕事関数の値が大きく安定な金属である第二金属との混合物、例えば、マグネシウム
／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、ア
ルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）混合物、リチウム／アルミニウム混合物、
アルミニウム等が好適である。
【００７８】
　陰極はこれらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜を形成させること
により、作製することができる。また、陰極としてのシート抵抗は数百Ω／ｓｑ．以下が
好ましく、膜厚は通常１０ｎｍ～５μｍ、好ましくは５０～２００ｎｍの範囲で選ばれる
。
　なお、発光した光を透過させるため、有機ＥＬ素子の陽極又は陰極のいずれか一方が透
明又は半透明であれば発光輝度が向上し好ましい。
　また、陰極に上記金属を１～２０ｎｍの膜厚で作製した後に、陽極の説明で挙げる導電
性透明材料をその上に作製することで、透明又は半透明の陰極を作製することができ、こ
れを応用することで陽極と陰極の両方が透過性を有する素子を作製することができる。
【００７９】
　《支持基板》
　本発明における有機ＥＬ素子に用いることのできる支持基板（以下、基体、基板、基材
、支持体等ともいう。）としては、ガラス、プラスチック等の種類には特に限定はなく、
また透明であっても不透明であってもよい。支持基板側から光を取り出す場合には、支持
基板は透明であることが好ましい。好ましく用いられる透明な支持基板としては、ガラス
、石英、透明樹脂フィルムを挙げることができる。特に好ましい支持基板は、有機ＥＬ素
子にフレキシブル性を与えることが可能な樹脂フィルムである。
【００８０】
　樹脂フィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレ
ンナフタレート（ＰＥＮ）等のポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、セロファ
ン、セルロースジアセテート、セルローストリアセテート（ＴＡＣ）、セルロースアセテ
ートブチレート、セルロースアセテートプロピオネート（ＣＡＰ）、セルロースアセテー
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トフタレート、セルロースナイトレート等のセルロースエステル類又はそれらの誘導体、
ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポリエチレンビニルアルコール、シンジオ
タクティックポリスチレン、ポリカーボネート、ノルボルネン樹脂、ポリメチルペンテン
、ポリエーテルケトン、ポリイミド、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリフェニレン
スルフィド、ポリスルホン類、ポリエーテルイミド、ポリエーテルケトンイミド、ポリア
ミド、フッ素樹脂、ナイロン、ポリメチルメタクリレート、アクリル又はポリアリレート
類、アートン（商品名ＪＳＲ社製）又はアペル（商品名三井化学社製）といったシクロオ
レフィン系樹脂等を挙げられる。
【００８１】
　樹脂フィルムの表面には、無機物、有機物の被膜又はその両者のハイブリッド被膜が形
成されていてもよく、ＪＩＳ　Ｋ　７１２９－１９９２に準拠した方法で測定された、水
蒸気透過度（２５±０．５℃、相対湿度（９０±２）％ＲＨ）が０．０１ｇ／（ｍ２・２
４ｈ）以下のバリア性フィルムであることが好ましく、さらには、ＪＩＳ　Ｋ　７１２６
－１９８７に準拠した方法で測定された酸素透過度が、１０－３ｍＬ／（ｍ２・２４ｈ・
ａｔｍ）以下、水蒸気透過度が、１０－５ｇ／（ｍ２・２４ｈ）以下の高バリア性フィル
ムであることが好ましい。
【００８２】
　バリア膜を形成する材料としては、水分や酸素等素子の劣化をもたらすものの浸入を抑
制する機能を有する材料であればよく、例えば、酸化ケイ素、二酸化ケイ素、窒化ケイ素
等を用いることができる。さらに該膜の脆弱性を改良するために、これら無機層と有機材
料からなる層の積層構造を持たせることがより好ましい。無機層と有機層の積層順につい
ては特に制限はないが、両者を交互に複数回積層させることが好ましい。
【００８３】
　バリア膜の形成方法については特に限定はなく、例えば、真空蒸着法、スパッタリング
法、反応性スパッタリング法、分子線エピタキシー法、クラスターイオンビーム法、イオ
ンプレーティング法、プラズマ重合法、大気圧プラズマ重合法、プラズマＣＶＤ法、レー
ザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、コーティング法等を用いることができるが、特開２００４－
６８１４３号公報に記載されているような大気圧プラズマ重合法によるものが特に好まし
い。
【００８４】
　不透明な支持基板としては、例えば、アルミ、ステンレス等の金属板、フィルムや不透
明樹脂基板、セラミック製の基板等が挙げられる。
　本発明に係る有機ＥＬ素子の発光の室温における外部取り出し量子効率は、１％以上で
あることが好ましく、５％以上であるとより好ましい。
　ここで、外部取り出し量子効率（％）＝有機ＥＬ素子外部に発光した光子数／有機ＥＬ
素子に流した電子数×１００である。
　また、カラーフィルター等の色相改良フィルター等を併用しても、有機ＥＬ素子からの
発光色を蛍光体を用いて多色へ変換する色変換フィルターを併用してもよい。
【００８５】
＜有機ＥＬ素子の作製方法＞
　本発明における有機層（正孔注入層、正孔輸送層、発光層、正孔阻止層、電子輸送層、
電子注入層等）の形成方法について説明する。
　前記有機層の形成方法は、特に制限はなく、従来公知の例えば真空蒸着法、湿式法（ウ
ェットプロセスともいう）等による形成方法を用いることができ、本発明の有機エレクト
ロニクス材料を用いる場合には、湿式法を用いることが好ましい。
　湿式法としては、例えばグラビア印刷法、フレキソ印刷法、スクリーン印刷法等の印刷
法のほか、スピンコート法、キャスト法、インクジェット印刷法、ダイコート法、ブレー
ドコート法、バーコート法、ロールコート法、ディップコート法、スプレーコート法、カ
ーテンコート法、ドクターコート法、ＬＢ法（ラングミュア－ブロジェット法）等がある
が、塗布液を容易に精度良く塗布することが可能で、かつ高生産性の点から、インクジェ
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ットヘッドを用いたインクジェット印刷法により塗布することがより好ましい。
【００８６】
　さらに層毎に異なる製膜法を適用してもよい。製膜に蒸着法を採用する場合、その蒸着
条件は使用する化合物の種類等により異なるが、一般にボート加熱温度５０～４５０℃、
真空度１０－６～１０－２Ｐａ、蒸着速度０．０１～５０ｎｍ／秒、基板温度－５０～３
００℃、膜厚０．１ｎｍ～５μｍ、好ましくは５～２００ｎｍの範囲で適宜選ぶことが望
ましい。
　本発明における有機層の形成は、１回の真空引きで一貫して正孔注入層から陰極まで作
製するのが好ましいが、途中で取り出して異なる製膜法を施してもかまわない。その際は
作業を乾燥不活性ガス雰囲気下で行うことが好ましい。
【００８７】
　《インクジェットヘッド》
　本発明に適用可能なインクジェットヘッドは、例えば、特開２０１２－１４００１７号
公報、特開２０１３－０１０２２７号公報、特開２０１４－０５８１７１号公報、特開２
０１４－０９７６４４号公報、特開２０１５－１４２９７９号公報、特開２０１５－１４
２９８０号公報、特開２０１６－００２６７５号公報、特開２０１６－００２６８２号公
報、特開２０１６－１０７４０１号公報、特開２０１７－１０９４７６号公報、特開２０
１７－１７７６２６号公報等に記載されている構成からなるインクジェットヘッドを適宜
選択して適用することができる。
【００８８】
　湿式法に用いる塗布液は、有機層を形成する材料が液媒体に均一に溶解される溶液でも
、材料が固形分として液媒体に分散される分散液でも良い。分散方法としては、超音波、
高剪断力分散やメディア分散等の分散方法により分散することができる。
　液媒体としては、特に制限はなく、例えば、クロロホルム、四塩化炭素、ジクロロメタ
ン、１，２－ジクロロエタン、ジクロロベンゼン、ジクロロヘキサノン等のハロゲン系溶
媒、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、メチルイソブチルケトン、ｎ－プ
ロピルメチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン系溶媒、ベンゼン、トルエン、キシレ
ン、メシチレン、シクロヘキシルベンゼン等の芳香族系溶媒、シクロヘキサン、デカリン
、ドデカン等の脂肪族系溶媒、酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸ｎ－ブチル、プロピ
オン酸メチル、プロピオン酸エチル、γ－ブチロラクトン、炭酸ジエチル等のエステル系
溶媒、テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエーテル系溶媒、ジメチルホルムアミド、ジ
メチルアセトアミド等のアミド系溶媒、メタノール、エタノール、１－ブタノール、エチ
レングリコール等のアルコール系溶媒、アセトニトリル、プロピオニトリル等のニトリル
系溶媒、ジメチルスルホキシド、水又はこれらの混合液媒体等が挙げられる。
　これらの液媒体の沸点としては、迅速に液媒体を乾燥させる観点から乾燥処理の温度未
満の沸点が好ましく、具体的には６０～２００℃の範囲内が好ましく、さらに好ましくは
、８０～１８０℃の範囲内である。
【００８９】
　塗布液は、塗布範囲を制御する目的や、塗布後の表面張力勾配に伴う液流動（例えば、
コーヒーリングと呼ばれる現象を引き起こす液流動）を抑制する目的に応じて、界面活性
剤を含有することができる。
　界面活性剤としては、溶媒に含まれる水分の影響、レベリング性、基板ｆ１への濡れ性
等の観点から、例えばアニオン性又はノニオン性の界面活性剤等が挙げられる。具体的に
は、含フッ素系活性剤等、国際公開第０８／１４６６８１号、特開平２－４１３０８号公
報等に挙げられた界面活性剤を用いることができる。
【００９０】
　塗布膜の粘度についても、膜厚と同様に、有機層として必要とされる機能と有機材料の
溶解度又は分散性により、適宜選択することが可能で、具体的には例えば０．３～１００
ｍＰａ・ｓの範囲内で選択することができる。
　塗布膜の膜厚は、有機層として必要とされる機能と有機材料の溶解度又は分散性により
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適宜選択することが可能で、具体的には例えば１～９０μｍの範囲内で選択することがで
きる。
　湿式法により塗布膜を形成した後、上述した液媒体を除去する塗布工程を有することが
できる。乾燥工程の温度は特に制限されないが、有機層や透明電極や基材が損傷しない程
度の温度で乾燥処理することが好ましい。具体的には、塗布液の組成等によって異なるた
め一概には言えないが、例えば、８０℃以上の温度とすることができ、上限は３００℃程
度までは可能な領域と考えられる。時間は１０秒以上１０分以下程度とすることが好まし
い。このような条件とすることにより、乾燥を迅速に行うことができる。
【００９１】
　《封止》
　有機ＥＬ素子の封止に用いられる封止手段としては、例えば、封止部材と、電極、支持
基板とを接着剤で接着する方法を挙げることができる。封止部材としては、有機ＥＬ素子
の表示領域を覆うように配置されていればよく、凹板状でも、平板状でもよい。また、透
明性、電気絶縁性は特に限定されない。
　具体的には、ガラス板、ポリマー板・フィルム、金属板・フィルム等が挙げられる。ガ
ラス板としては、特にソーダ石灰ガラス、バリウム・ストロンチウム含有ガラス、鉛ガラ
ス、アルミノケイ酸ガラス、ホウケイ酸ガラス、バリウムホウケイ酸ガラス、石英等を挙
げることができる。また、ポリマー板としては、ポリカーボネート、アクリル、ポリエチ
レンテレフタレート、ポリエーテルサルファイド、ポリサルフォン等を挙げることができ
る。金属板としては、ステンレス、鉄、銅、アルミニウム、マグネシウム、ニッケル、亜
鉛、クロム、チタン、モリブテン、シリコン、ゲルマニウム及びタンタルからなる群から
選ばれる１種以上の金属又は合金からなるものが挙げられる。
【００９２】
　本発明においては、有機ＥＬ素子を薄膜化できるということからポリマーフィルム、金
属フィルムを好ましく使用することができる。さらには、ポリマーフィルムはＪＩＳ　Ｋ
　７１２６－１９８７に準拠した方法で測定された酸素透過度が１×１０－３ｍＬ／ｍ２

／２４ｈ以下、ＪＩＳ　Ｋ　７１２９－１９９２に準拠した方法で測定された、水蒸気透
過度（２５±０．５℃、相対湿度（９０±２）％）が、１×１０－３ｇ／（ｍ２／２４ｈ
）以下のものであることが好ましい。
【００９３】
　封止部材を凹状に加工するのは、サンドブラスト加工、化学エッチング加工等が使われ
る。
　接着剤として具体的には、アクリル酸系オリゴマー、メタクリル酸系オリゴマーの反応
性ビニル基を有する光硬化及び熱硬化型接着剤、２－シアノアクリル酸エステル等の湿気
硬化型等の接着剤を挙げることができる。また、エポキシ系等の熱及び化学硬化型（二液
混合）を挙げることができる。また、ホットメルト型のポリアミド、ポリエステル、ポリ
オレフィンを挙げることができる。また、カチオン硬化タイプの紫外線硬化型エポキシ樹
脂接着剤を挙げることができる。
　なお、有機ＥＬ素子が熱処理により劣化する場合があるので、室温から８０℃までに接
着硬化できるものが好ましい。また、前記接着剤中に乾燥剤を分散させておいてもよい。
封止部分への接着剤の塗布は市販のディスペンサーを使ってもよいし、スクリーン印刷の
ように印刷してもよい。
【００９４】
　また、有機層を挟み支持基板と対向する側の電極の外側に該電極と有機層を被覆し、支
持基板と接する形で無機物、有機物の層を形成し封止膜とすることも好適にできる。この
場合、該膜を形成する材料としては、水分や酸素等素子の劣化をもたらすものの浸入を抑
制する機能を有する材料であればよく、例えば、酸化ケイ素、二酸化ケイ素、窒化ケイ素
等を用いることができる。
【００９５】
　さらに該膜の脆弱性を改良するために、これら無機層と有機材料からなる層の積層構造



(27) JP 2020-72194 A 2020.5.7

10

20

30

40

50

を持たせることが好ましい。これらの膜の形成方法については特に限定はなく、例えば、
真空蒸着法、スパッタリング法、反応性スパッタリング法、分子線エピタキシー法、クラ
スターイオンビーム法、イオンプレーティング法、プラズマ重合法、大気圧プラズマ重合
法、プラズマＣＶＤ法、レーザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、コーティング法等を用いること
ができる。
【００９６】
　封止部材と有機ＥＬ素子の表示領域との間隙には、気相及び液相では、窒素、アルゴン
等の不活性気体やフッ化炭化水素、シリコーンオイルのような不活性液体を注入すること
が好ましい。また、真空とすることも可能である。また、内部に吸湿性化合物を封入する
こともできる。
　吸湿性化合物としては、金属酸化物（例えば、酸化ナトリウム、酸化カリウム、酸化カ
ルシウム、酸化バリウム、酸化マグネシウム、酸化アルミニウム等）、硫酸塩（例えば、
硫酸ナトリウム、硫酸カルシウム、硫酸マグネシウム、硫酸コバルト等）、金属ハロゲン
化物（例えば、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、フッ化セシウム、フッ化タンタル、
臭化セリウム、臭化マグネシウム、ヨウ化バリウム、ヨウ化マグネシウム等）、過塩素酸
類（例えば、過塩素酸バリウム、過塩素酸マグネシウム等）等が挙げられ、硫酸塩、金属
ハロゲン化物及び過塩素酸類においては無水塩が好適に用いられる。
【００９７】
　《保護膜、保護板》
　有機層を挟み支持基板と対向する側の前記封止膜又は前記封止用フィルムの外側に、素
子の機械的強度を高めるために、保護膜又は保護板を設けてもよい。特に、封止が前記封
止膜により行われている場合には、その機械的強度は必ずしも高くないため、このような
保護膜、保護板を設けることが好ましい。これに使用することができる材料としては、前
記封止に用いたのと同様なガラス板、ポリマー板・フィルム、金属板・フィルム等を用い
ることができるが、軽量かつ薄膜化ということからポリマーフィルムを用いることが好ま
しい。
【００９８】
　《光取り出し向上技術》
　本発明における有機ＥＬ素子は、空気よりも屈折率の高い（屈折率１．６～２．１程度
の範囲内）層の内部で発光し、発光層で発生した光のうち１５％から２０％程度の光しか
取り出せないことが一般的に言われている。これは、臨界角以上の角度θで界面（透明基
板と空気との界面）に入射する光は、全反射を起こし素子外部に取り出すことができない
ことや、透明電極又は発光層と透明基板との間で光が全反射を起こし、光が透明電極又は
発光層を導波し、結果として、光が素子側面方向に逃げるためである。
【００９９】
　この光の取り出しの効率を向上させる手法としては、例えば、透明基板表面に凹凸を形
成し、透明基板と空気界面での全反射を防ぐ方法（例えば、米国特許第４７７４４３５号
明細書）、基板に集光性を持たせることにより効率を向上させる方法（例えば、特開昭６
３－３１４７９５号公報）、素子の側面等に反射面を形成する方法（例えば、特開平１－
２２０３９４号公報）、基板と発光体の間に中間の屈折率を持つ平坦層を導入し、反射防
止膜を形成する方法（例えば、特開昭６２－１７２６９１号公報）、基板と発光体の間に
基板よりも低屈折率を持つ平坦層を導入する方法（例えば、特開２００１－２０２８２７
号公報）、基板、透明電極層や発光層のいずれかの層間（含む、基板と外界間）に回折格
子を形成する方法（特開平１１－２８３７５１号公報）などが挙げられる。
【０１００】
　本発明においては、これらの方法を前記有機ＥＬ素子と組み合わせて用いることができ
るが、基板と発光体の間に基板よりも低屈折率を持つ平坦層を導入する方法、又は基板、
透明電極層や発光層のいずれかの層間（含む、基板と外界間）に回折格子を形成する方法
を好適に用いることができる。
　透明電極と透明基板の間に低屈折率の媒質を光の波長よりも長い厚さで形成すると、透
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明電極から出てきた光は、媒質の屈折率が低いほど、外部への取り出し効率が高くなる。
　本発明は、これらの手段を組み合わせることにより、さらに高輝度又は耐久性に優れた
素子を得ることができる。
【０１０１】
　低屈折率層としては、例えば、エアロゲル、多孔質シリカ、フッ化マグネシウム、フッ
素系ポリマーなどが挙げられる。透明基板の屈折率は一般に１．５～１．７程度の範囲内
であるので、低屈折率層は、屈折率がおよそ１．５以下であることが好ましい。またさら
に１．３５以下であることが好ましい。
　また、低屈折率媒質の厚さは、媒質中の波長の２倍以上となるのが望ましい。これは、
低屈折率媒質の厚さが、光の波長程度になってエバネッセントで染み出した電磁波が基板
内に入り込む膜厚になると、低屈折率層の効果が薄れるからである。
【０１０２】
　全反射を起こす界面又は、いずれかの媒質中に回折格子を導入する方法は、光取り出し
効率の向上効果が高いという特徴がある。この方法は、回折格子が１次の回折や、２次の
回折といった、いわゆるブラッグ回折により、光の向きを屈折とは異なる特定の向きに変
えることができる性質を利用して、発光層から発生した光のうち、層間での全反射等によ
り外に出ることができない光を、いずれかの層間又は、媒質中（透明基板内や透明電極内
）に回折格子を導入することで光を回折させ、光を外に取り出そうとするものである。
　導入する回折格子は、二次元的な周期屈折率を持っていることが望ましい。これは、発
光層で発光する光はあらゆる方向にランダムに発生するので、ある方向にのみ周期的な屈
折率分布を持っている一般的な一次元回折格子では、特定の方向に進む光しか回折されず
、光の取り出し効率がさほど上がらない。
　しかしながら、屈折率分布を二次元的な分布にすることにより、あらゆる方向に進む光
が回折され、光の取り出し効率が上がる。
　回折格子を導入する位置としては、いずれかの層間、又は媒質中（透明基板内や透明電
極内）でも良いが、光が発生する場所である有機発光層の近傍が望ましい。このとき、回
折格子の周期は、媒質中の光の波長の約１／２～３倍程度の範囲内が好ましい。回折格子
の配列は、正方形のラチス状、三角形のラチス状、ハニカムラチス状など、二次元的に配
列が繰り返されることが好ましい。
【０１０３】
　《集光シート》
　本発明における有機ＥＬ素子は、支持基板（基板）の光取出し側に、例えばマイクロレ
ンズアレイ上の構造を設けるように加工すること、又は、いわゆる集光シートと組み合わ
せることにより、特定方向、例えば素子発光面に対し正面方向に集光することにより、特
定方向上の輝度を高めることができる。
　マイクロレンズアレイの例としては、基板の光取り出し側に一辺が３０μｍでその頂角
が９０度となるような四角錐を二次元に配列する。一辺は１０～１００μｍの範囲内が好
ましい。これより小さくなると回折の効果が発生して色付く、大きすぎると厚さが厚くな
り好ましくない。
【０１０４】
　集光シートとしては、例えば液晶表示装置のＬＥＤバックライトで実用化されているも
のを用いることが可能である。このようなシートとして例えば、住友スリーエム社製輝度
上昇フィルム（ＢＥＦ）などを用いることができる。プリズムシートの形状としては、例
えば基材に頂角９０度、ピッチ５０μｍの△状のストライプが形成されたものであっても
よいし、頂角が丸みを帯びた形状、ピッチをランダムに変化させた形状、その他の形状で
あっても良い。
　また、有機ＥＬ素子からの光放射角を制御するために光拡散板・フィルムを、集光シー
トと併用してもよい。例えば、（株）きもと製拡散フィルム（ライトアップ）などを用い
ることができる。
【０１０５】
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　《用途》
　本発明における有機ＥＬ素子は、表示デバイス、ディスプレイ、各種発光光源として用
いることができる。
　発光光源として、例えば、照明装置（家庭用照明、車内照明）、時計や液晶用バックラ
イト、看板広告、信号機、光記憶媒体の光源、電子写真複写機の光源、光通信処理機の光
源、光センサーの光源等が挙げられるがこれに限定するものではないが、特に液晶表示装
置のバックライト、照明用光源としての用途に有効に用いることができる。
　本発明における有機ＥＬ素子においては、必要に応じ成膜時にメタルマスクやインクジ
ェット印刷法等でパターニングを施してもよい。パターニングする場合は、電極のみをパ
ターニングしてもよいし、電極と発光層をパターニングしてもよいし、素子全層をパター
ニングしてもよく、素子の作製においては、従来公知の方法を用いることができる。
【０１０６】
　《照明装置の一態様≫
　本発明における有機ＥＬ素子を具備した、照明装置の一態様について説明する。
　前記有機ＥＬ素子の非発光面をガラスケースで覆い、厚さ３００μｍのガラス基板を封
止用基板として用いて、周囲にシール材として、エポキシ系光硬化型接着剤（東亞合成社
製ラックストラックＬＣ０６２９Ｂ）を適用し、これを陰極上に重ねて透明支持基板と密
着させ、ガラス基板側からＵＶ光を照射して、硬化させて、封止し、図１、図２に示すよ
うな照明装置を形成することができる。
　図１は、照明装置の概略図を示し、本発明に係る有機ＥＬ素子１０１はガラスカバー１
０２で覆われている（なお、ガラスカバーでの封止作業は、有機ＥＬ素子１０１を大気に
接触させることなく窒素雰囲気下のグローブボックス（純度９９．９９９％以上の高純度
窒素ガスの雰囲気下）で行った。）。
　図２は、照明装置の断面図を示し、図２において、１０５は陰極、１０６は有機ＥＬ層
、１０７は透明電極付きガラス基板を示す。なお、ガラスカバー１０２内には窒素ガス１
０８が充填され、捕水剤１０９が設けられている。
【０１０７】
［有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液］
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液は、前記有機エレクトロニクス
材料を含有することを特徴とする。
　前記有機エレクトロニクス材料を含有することで、当該有機エレクトロルミネッセンス
素子作製用溶液を用いて作製した有機ＥＬ素子が、深青色を発光し、発光効率及び発光寿
命に優れ、低駆動電圧であり、また、駆動時の電圧上昇が抑えられ経時安定性に優れたも
のとすることができる。
【０１０８】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液は、例えば、グラビア印刷法、
フレキソ印刷法、スクリーン印刷法等の印刷法のほか、スピンコート法、キャスト法、イ
ンクジェット印刷法、ダイコート法、ブレードコート法、バーコート法、ロールコート法
、ディップコート法、スプレーコート法、カーテンコート法、ドクターコート法、ＬＢ法
（ラングミュア－ブロジェット法）等により塗布されるが、有機エレクトロルミネッセン
ス素子作製用溶液を容易に精度良く塗布することが可能で、かつ高生産性の点から、イン
クジェットヘッドを用いたインクジェット印刷法により塗布されることがより好ましい。
【０１０９】
　有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液の液媒体への分散方法、液媒体の種類や
、有機エレクトロルミネッセンス素子作製用溶液が含有する界面活性剤、有機エレクトロ
ルミネッセンス素子作製用溶液が塗布されてなる塗布膜の粘度や膜厚については、前記「
有機ＥＬ素子の作製方法」の項目で説明したとおりである。
【実施例】
【０１１０】
　以下、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
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ではない。なお、実施例において「部」又は「％」の表示を用いるが、特に断りがない限
り「体積％」を表す。また、実施例で使用した例示化合物Ｄ－１～Ｄ－４０は、一般式（
１）で表される構造を有する化合物の具体例のＤ－１～Ｄ－４０に対応する。また、実施
例で使用した比較化合物１の構造を示す。
【０１１１】
【化１０】

【０１１２】
［実施例１］
　《有機ＥＬ素子１－１の作製》
　１００ｍｍ×１００ｍｍ×１．１ｍｍのガラス基板上に、陽極としてＩＴＯ（インジウ
ムチンオキシド）を１００ｎｍの厚さで成膜した基板（ＡｖａｎＳｔｒａｔｅ株式会社製
、ＮＡ－４５）にパターニングを行った。その後、このＩＴＯ透明電極を設けた透明支持
基板をイソプロピルアルコールで超音波洗浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶオゾン洗浄
を５分間行った。
【０１１３】
　この透明支持基板を市販の真空蒸着装置の基板ホルダーに固定し、一方モリブデン製抵
抗加熱ボートに正孔注入材料としてＨＴ－１を２００ｍｇ入れ、別のモリブデン抵抗加熱
ボートに正孔輸送材料としてＨＴ－２を２００ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵抗加熱ボー
トにドーパントとして比較化合物１を２００ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵抗加熱ボート
にホスト化合物としてＨｏｓｔ－１を２００ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵抗加熱ボート
に正孔阻止材料としてＥＴ－１を２００ｍｇ入れ、さらに別のモリブデン製抵抗加熱ボー
トに電子輸送材料としてＥＴ－２を２００ｍｇ入れ、真空蒸着装置に取り付けた。
【０１１４】
　次いで、真空槽を４×１０－４Ｐａまで減圧した後、ＨＴ－１の入った加熱ボートに通
電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒で透明支持基板に蒸着し、層厚１０ｎｍの正孔注
入層を形成した。
【０１１５】
　さらに、ＨＴ－２の入った加熱ボートに通電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒で正
孔注入層上に蒸着し、層厚３０ｎｍの正孔輸送層を形成した。
【０１１６】
　さらに、比較化合物１とＨｏｓｔ－１の入った加熱ボートに通電して加熱し、それぞれ
蒸着速度０．１ｎｍ／秒、０．０１０ｎｍ／秒で正孔輸送層上に共蒸着し、層厚４０ｎｍ
の発光層を形成した。
【０１１７】
　さらに、ＥＴ－１の入った加熱ボートに通電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒で発
光層上に蒸着し、層厚１０ｎｍの正孔阻止層を形成した。
【０１１８】
　さらに、ＥＴ－２の入った加熱ボートに通電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒で正
孔阻止層上に蒸着し、層厚３０ｎｍの電子輸送層を形成した。
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【０１１９】
　引き続き、フッ化リチウムを電子輸送層上に蒸着して層厚０．５ｎｍの電子注入層（陰
極バッファー層）を形成し、さらに、アルミニウムを電子注入層上に蒸着して厚さ１１０
ｎｍの陰極を形成し、有機ＥＬ素子１－１を作製した。
　本実施例において使用される化合物は、下記のとおりの化学構造式を有するものである
。
【０１２０】
【化１１】

【０１２１】
《有機ＥＬ素子１－２～１－４１の作製》
　有機ＥＬ素子１－１の作製において、比較化合物１を表Ｉに記載の化合物に変更した以
外は同様にして、有機ＥＬ素子１－２～１－４１を各々作製した。
【０１２２】
《有機ＥＬ素子１－１～１－４１の評価》
　得られた有機ＥＬ素子１－１～１－４１を評価するに際しては、作製後の各有機ＥＬ素
子の非発光面をガラスケースで覆い、厚さ３００μｍのガラス基板を封止用基板として用
いて、周囲にシール材としてエポキシ系光硬化型接着剤（東亞合成社製ラックストラック
ＬＣ０６２９Ｂ）を適用し、これを陰極上に重ねて透明支持基板と密着させ、ガラス基板
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た。
　このようにして作製した各サンプルについて下記の評価を行った。評価結果を表Ｉに示
す。
【０１２３】
（１）外部取り出し量子効率（発光効率ともいう。）
　有機ＥＬ素子を用いて室温（約２３～２５℃）、２．５ｍＡ／ｃｍ２の定電流条件下に
よる点灯を行い、点灯開始直後の発光輝度（Ｌ）［ｃｄ／ｍ２］を測定することにより、
外部取り出し量子効率（η）を算出した。
　ここで、発光輝度の測定はＣＳ－１０００（コニカミノルタ社製）を用いて行い、外部
取り出し量子効率は有機ＥＬ素子１－１を１００とする相対値で表した。
【０１２４】
（２）半減寿命
　下記に示す測定方法に従って、半減寿命の評価を行った。各有機ＥＬ素子を初期輝度１
０００ｃｄ／ｍ２を与える電流で定電流駆動して、初期輝度の１／２（５００ｃｄ／ｍ２

）になる時間を求め、これを半減寿命の尺度とした。なお、半減寿命は有機ＥＬ素子１－
１を１００とする相対値で表した。
【０１２５】
（３）駆動電圧
　有機ＥＬ素子を室温（約２３～２５℃）、２．５ｍＡ／ｃｍ２の定電流条件下で駆動し
たときの電圧を各々測定し、その測定結果から下記に示すように、有機ＥＬ素子１－１を
１００とする相対値を求めた。
　　駆動電圧＝（各素子の駆動電圧／有機ＥＬ素子１－１の駆動電圧）×１００
　なお、値が小さい方が比較例に対して駆動電圧が低いことを示す。
【０１２６】
（４）駆動時の電圧上昇
　有機ＥＬ素子を室温（約２３～２５℃）、２．５ｍＡ／ｃｍ２の定電流条件下で駆動し
たときの電圧を各々測定し、その測定結果から下記計算式より駆動時の電圧上昇を求めた
。なお、駆動時の電圧上昇は有機ＥＬ素子１－１を１００とする相対値で表した。
　駆動時の電圧上昇（相対値）＝輝度半減時の駆動電圧－初期駆動電圧
　なお、値が小さいほうが比較例に対して駆動時の電圧上昇が小さいことを示す。
【０１２７】
（５）経時安定性
　有機ＥＬ素子を６０℃・７０％ＲＨの条件で一ヶ月間保存し、保存前後における各電力
効率を求めた。各電力効率から下記式に従って電力効率比を求め、これを経時安定性の尺
度とした。
　　経時安定性（％）＝（保存後の電力効率／保存前の電力効率）×１００
　なお、電力効率は分光放射輝度計ＣＳ－１０００（コニカミノルタ社製）を用いて、各
有機ＥＬ素子の正面輝度及び輝度角度依存性を測定し、正面輝度１０００ｃｄ／ｍ２にお
いて求めたものを用いた。
【０１２８】
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【表１】

【０１２９】
　表Ｉから明らかなとおり、一般式（１）で表される構造を有する化合物を用いた有機Ｅ
Ｌ素子は、比較例の有機ＥＬ素子に比べ、発光効率及び発光寿命に優れ、低駆動電圧であ
ることが明らかであり、また駆動時の電圧上昇も抑えられ、経時安定性に優れていること
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【０１３０】
［実施例２］
《有機ＥＬ素子２－１の作製》
　１００ｍｍ×１００ｍｍ×１．１ｍｍのガラス基板上に、陽極としてＩＴＯ（インジウ
ムチンオキシド）を１００ｎｍの厚さで成膜した基板（ＡｖａｎＳｔｒａｔｅ株式会社製
、ＮＡ－４５）にパターニングを行った。その後、このＩＴＯ透明電極を設けた透明支持
基板をイソプロピルアルコールで超音波洗浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶオゾン洗浄
を５分間行った。
【０１３１】
　この透明支持基板上に、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）－ポリスチレン
スルホネート（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ、Ｂａｙｅｒ社製、Ｂａｙｔｒｏｎ Ｐ Ａｌ ４０８
３）を純水で７０質量％に希釈した溶液を用いて３０００ｒｐｍ、３０秒の条件下、スピ
ンコート法により薄膜を形成した後、２００℃にて１時間乾燥し、層厚２０ｎｍの第１正
孔輸送層を形成した。
【０１３２】
　この基板を窒素雰囲気下に移し、第１正孔輸送層上に、４７ｍｇのＨＴ－３と３ｍｇの
ＨＴ－４とを１０ｍＬのトルエンに溶解した溶液を用いて１５００ｒｐｍ、３０秒の条件
の条件下、スピンコート法により薄膜を形成した。１２０℃、９０秒間紫外光を照射し、
光重合・架橋を行い、さらに６０℃で１時間真空乾燥し、層厚約２０ｎｍの第２正孔輸送
層を形成した。
【０１３３】
　この第２正孔輸送層上に、１００ｍｇのＨｏｓｔ－３と、２０ｍｇの比較化合物１と、
０．５ｍｇのＤＧ－１と、０．２ｍｇのＤＲ－１とを１０ｍＬの酢酸ブチルに溶解した溶
液を用いて６００ｒｐｍ、３０秒の条件下、スピンコート法により薄膜を形成した。さら
に、６０℃で１時間真空乾燥し、層厚約７０ｎｍの発光層を形成した。
【０１３４】
　次に、この発光層上に、５０ｍｇのＥＴ－３を１０ｍＬのヘキサフルオロイソプロパノ
ール（ＨＦＩＰ）に溶解した溶液を用いて１５００ｒｐｍ、３０秒の条件下、スピンコー
ト法により薄膜を形成した。さらに、６０℃で１時間真空乾燥し、層厚約２０ｎｍの電子
輸送層を形成した。
【０１３５】
　続いて、この基板を真空蒸着装置の基板ホルダーに固定し、真空槽を４×１０－４Ｐａ
まで減圧した後、フッ化カリウムを電子輸送層上に蒸着して層厚０．４ｎｍの電子注入層
を形成し、さらに、アルミニウムを電子注入層上に蒸着して厚さ１１０ｎｍの陰極を形成
し、有機ＥＬ素子２－１を作製した。
　本実施例において使用される化合物は、下記のとおりの化学構造式を有するものである
。
【０１３６】
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【化１２】

【０１３７】
《有機ＥＬ素子２－２～２－４１の作製》
　有機ＥＬ素子２－１の作製において、比較化合物１を表IIに記載の化合物に変更した以
外は同様にして、有機ＥＬ素子２－２～２－４１を各々作製した。
【０１３８】
《有機ＥＬ素子２－１～２－４１の評価》
　得られた有機ＥＬ素子を評価するに際しては、実施例１の有機ＥＬ素子１－１と同様に
封止し、図１及び図２に示すような照明装置を作製して評価した。
　このようにして作製した各サンプルに対し、実施例１と同様に、外部取り出し量子効率
、半減寿命、駆動電圧、駆動時の電圧上昇について評価を行った。評価結果を表IIに示す
。なお、表IIにおける外部取り出し量子効率、半減寿命、駆動電圧及び駆動時の電圧上昇
の測定結果は、有機ＥＬ素子２－１の測定値を１００とする相対値で表した。
【０１３９】
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【表２】

【０１４０】
　表IIから明らかなとおり、本発明に係る一般式（１）で表される構造を有する化合物を
用いた有機ＥＬ素子は、比較例の有機ＥＬ素子に比べ、発光効率及び発光寿命に優れ、低
駆動電圧であることが明らかであり、また駆動時の電圧上昇も抑えられ、経時安定性に優
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れていることも分かった。
【０１４１】
［実施例３］
《有機ＥＬ素子３－１の作製》
　１００ｍｍ×１００ｍｍ×１．１ｍｍのガラス基板上に、陽極としてＩＴＯ（インジウ
ムチンオキシド）を１００ｎｍの厚さで成膜した基板（ＡｖａｎＳｔｒａｔｅ株式会社製
、ＮＡ－４５）にパターニングを行った。その後、このＩＴＯ透明電極を設けた透明支持
基板をイソプロピルアルコールで超音波洗浄し、乾燥窒素ガスで乾燥して、ＵＶオゾン洗
浄を５分間行った。
【０１４２】
　この透明支持基板上に、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）－ポリスチレン
スルホネート（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ、Ｂａｙｅｒ株式会社製、Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　Ａｌ
４０８３）を純水で７０質量％に希釈した溶液を用い、スピンコート法により薄膜を形成
した後、２００℃にて１時間乾燥し、層厚３０ｎｍの第１正孔輸送層を形成した。
【０１４３】
　この第１正孔輸送層上に、正孔輸送材料Ｐｏｌｙ（Ｎ，Ｎ′－ビス（４－ブチルフェニ
ル）－Ｎ，Ｎ′－ビス（フェニル））ベンジジン（Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｄｙｅ　Ｓｏｕｒ
ｃｅ株式会社製、ＡＤＳ－２５４）のクロロベンゼン溶液を用い、スピンコート法により
薄膜を形成した。１５０℃で１時間加熱乾燥し、層厚４０ｎｍの第２正孔輸送層を形成し
た。
【０１４４】
　この第２正孔輸送層上に、ホスト化合物としてのＨｏｓｔ－３及びドーパントとしての
Ｄ－１の酢酸ブチル溶液を用い、スピンコート法により薄膜を形成し、１２０℃で１時間
加熱乾燥し、層厚３０ｎｍの発光層を形成した。
【０１４５】
　この発光層上に、電子輸送材料としてのＥＴ－４の１－ブタノール溶液を用い、スピン
コート法により薄膜を形成し、層厚２０ｎｍの電子輸送層を形成した。
【０１４６】
　この基板を、真空蒸着装置に取付け、真空槽を４×１０－４Ｐａまで減圧した。次いで
、フッ化リチウムを電子輸送層上に蒸着して層厚１．０ｎｍの電子注入層を形成し、アル
ミニウムを電子注入層上に蒸着して厚さ１１０ｎｍの陰極を形成し、有機ＥＬ素子３－１
を作製した。
　本実施例において使用される化合物は、下記のとおりの化学構造式を有するものである
。
【０１４７】
【化１３】

【０１４８】
《有機ＥＬ素子３－２～３－４０の作製》
　有機ＥＬ素子３－１の作製において、化合物Ｄ－１を化合物Ｄ－２～Ｄ－４０に変更し
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た以外は同様にして、有機ＥＬ素子３－２～３－４０を各々作製した。
【０１４９】
《有機ＥＬ素子３－１～３－４０の評価》
　得られた有機ＥＬ素子を評価するに際しては、実施例１の有機ＥＬ素子１－１と同様に
封止し、図１及び図２に示すような照明装置を作製して評価した。
　このようにして作製した各サンプルに対し点灯試験を実施し、それぞれの装置が良好に
発光することを確認した。
【符号の説明】
【０１５０】
１０１　有機ＥＬ素子
１０２　ガラスカバー
１０５　陰極
１０６　有機ＥＬ層
１０７　透明電極付きガラス基板
１０８　窒素ガス
１０９　捕水剤

【図１】

【図２】
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